
浜松市上下水道部公告第１０５号 

 浜松市上下水道部の物品購入等について、下記のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６及び浜松市上下水道部契約規程（昭和４１年

浜松市公営企業局管理規程第１７号）が準用する浜松市契約規則（昭和３９年浜松市規則第３１

号）第４条の規定に基づき公告する。 

  令和７年４月１１日 
浜松市水道事業及び下水道事業管理者  奥家 章夫  

 

記 

１ 一般競争入札に付する事項 

（１）件  名 全有機炭素計の購入について（課名 浄水課 契約番号 2025000983） 

（２）購入数量 1式 

（３）納入期限 令和７年１２月２６日まで 

（４）納入場所 仕様書のとおり 

（５）調達物品の特性 仕様書のとおり 

 

２ 入札及び契約担当課 

〒４３０－０９０６ 浜松市中央区住吉五丁目１３番１号 

           浜松市上下水道部上下水道総務課調達・会計グループ 

           電 話：０５３－４７４－７０１４ 

           ＦＡＸ：０５３－４７４－０２４７ 

           E-mail：suidow-s@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

 

３ 一般競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

次に掲げる要件を満たす者 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

（２）入札参加資格並びに資格審査の時期及び方法に関する告示（平成２０年１０月１日浜松市

告示第３９０号）の規定により、令和７・８年度の競争入札参加資格（物品 業種分類：2032

環境保全機器類又は 2033 試験検査計測（量）機器類）の認定を受けている者であること。 

（３）浜松市内に本店または契約の委任を受けた支店等を有するものであること。 

（４）浜松市上下水道部物品の購入等に係る入札参加停止等措置要綱に基づく入札参加停止期間

中でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始に申立てがなされている

者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者

を除く。）でないこと。 

（６）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員等（同条第６号に規定する暴力団員又は同号

に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）及び暴力団
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員等と密接な関係を有する者並びにこれらの者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、

執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべき者、支配人及び清算人をいう。）となっている

法人その他の団体に該当しない者であること。 

（７）前各号に定めるもののほか、管理者が特に必要と認める資格を有していること。 

 

４ 一般競争入札参加資格の確認 

（１）この入札の参加希望者は、物品購入等入札参加資格確認申請書（一般競争）（以下「確認申

請書」という。）を別記の１により提出し、参加資格の確認を受けなければならない。この場

合において、参加資格の確認基準日は確認申請書の提出期限日とし、確認の結果は別記の２

により文書で通知する。 

（２）参加資格がないと認められた者は、浜松市上下水道部に対し別記の３によりその理由につ

いて説明を求めることができる。この場合において、その回答は、説明を求められた日から

２日以内に文書で行う。 

（３）参加資格がないと認められた者及び別記の１の提出期限までに確認申請書を提出しない者

は、この入札に参加することができない。 

 

５ 契約書案、入札心得及び仕様書等について 

（１）契約書案、入札心得、仕様書及び業務説明書等（以下「仕様書等」という。）は、別記の

４により閲覧及び提供をする。 

（２）仕様書等に対する質問書は、別記の５により提出すること。 

（３）（２）の質問に対する回答は、別記の６により入札執行日の前３日間浜松市上下水道部上下

水道総務課において閲覧に供するとともに入札に参加するすべての者に質問に対する回答書

を提供する。 

 

６ 説明会の日時及び場所等 

 説明会は、行わない。 

 

７ 一般競争入札執行の日時及び場所等 

 一般競争入札は、別記の７により執行する。 

 

８ 入札方法等 

（１）本案件は、全有機炭素計の調達契約を行うものである。入札書には、１式あたりの単価（税

抜き）を記載すること。 

（２）入札執行回数は、原則として２回を限度とする。 

（３）１回目の入札で落札者がいない場合には２回目の入札を実施するが、事前提出及び郵送等

による提出による入札者は、２回目の入札に参加できない。 

（４）落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する

額を加算した金額をもって契約金額とする。参加者は消費税及び地方消費税にかかる課税事

業者であるか免税業者であるかを問わず、見積った金額の１１０分の１００に相当する金額



を記載した入札書を提出すること。 

 

９ 入札保証金 

 この一般競争入札は、入札保証金を免除する。 

 

１０ 入札の無効 

 次の各号の一に該当する入札は、無効とする。 

（１）この入札に参加資格がないと認められた者及び確認申請にあたって虚偽の申請をした者の

行った入札 

（２）仕様書等に示した条件等一般競争入札に関する条件に違反した入札 

（３）一般競争入札参加資格があることを確認され、その後入札執行時点において３に掲げる参

加資格を失った者の行った入札 

（４）入札の適正さが阻害されると認められる次に掲げる場合の人的関係のある複数の者がした

入札 

  ア 人的関係 

   (ｱ) 一方の会社の役員（持分会社の業務を執行する社員、株式会社（特例有限会社を含む。）

の取締役、委員会設置会社の執行役、法人格のある各種組合の理事をいい、監査役、監

事及び事務局長は含まない。以下同じ。）又は代表権を有する者が、他方の会社の役員を

現に兼ねている場合（会社の一方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社又は民

事再生法第２条第４号に規定する再生手続きが存続中の会社である場合を除く。） 

   (ｲ) 一方の会社の役員又は代表権を有する者が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項

又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

  イ その他の関係 

   上記アと同視しうる人的関係があると認められる場合 

 

１１ 期間の計算 

 この公告において期間の計算をする場合で、当該期間内に浜松市の休日を定める条例（平成元

年浜松市条例第７６号）第１条第１項に規定する市の休日があるときは、当該休日を除いて計算

するものとする。 

 

１２ 開庁時間 

   午前８時３０分から午後５時１５分まで（土曜日、日曜日及び祝日等を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 



【 別 記 】 

 

１ 一般競争入札参加資格確認申請書 

（１）提出方法  持参、郵送等（一般書留郵便、簡易書留郵便又は書留郵便と同等の信書便に

限る。）、ＦＡＸ又は電子メールで提出すること。 

         ※ FAX 又は電子メールで確認申請書を提出した場合は上記入札及び契約担  

           当課まで電話連絡すること。 

 

（２）受付期間  令和７年４月１４日（月）から 令和７年４月２３日（水）まで 

（土曜日、日曜日及び祝日等を除く。） 

（持参の場合は、１２項に記載する開庁時間内に持参すること。） 

（３）提 出 先  浜松市上下水道部 上下水道総務課 053-474-7014 

（４）様 式  管理者が定める様式とする。 

（５）そ の 他 

ア 入札参加資格確認申請書に、希望する入札参加資格の確認結果の通知方法（①上下水道

総務課で受け取り、②郵送、③電子メールのいずれか一つ。）を記載すること。なお、郵送

を希望する場合は、入札参加資格確認申請書を提出する際に、110 円切手を貼った返信用

封筒を添付すること。 

イ 入札参加資格確認申請書に、入札書の提出方法の予定（①入札日時に入札場所へ持参、

②事前提出、③郵送等のいずれか一つ。詳細は別記の７に記載のとおり。）を記載すること。

なお、入札書の提出方法の予定を変更する場合又は入札書の提出を取りやめる場合は、  

上下水道総務課へ連絡すること。 

 

２ 一般競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

入札参加資格の確認結果は、次のとおり通知する。 

（１）通知方法 

次のいずれかの方法のうち、申請者が希望する方法により通知する。なお、原則として電

話連絡はしない。 

  ア 上下水道総務課で受け取り 

イ 郵送    （※郵送を希望する場合は、入札参加資格確認申請書を提出する際に、

110 円切手を貼った返信用封筒を添付すること。） 

ウ 電子メール （※電子メールを希望する場合は、通知を受信するメールアドレスを入

札参加資格確認申請書に記載すること。） 

（２）確認結果の通知日 

   ア 上下水道総務課で受け取りの場合 

令和７年５月７日（水）午後１時から令和７年５月１２日（月）までの間に、上下水

道総務課で受け取ること。（１２項に記載する開庁時間内に限る。） 

   イ 郵送又は電子メールの場合 

令和７年５月７日（水）に発送又は発信する。 



 

３ 入札参加資格がないと認められた者の理由説明要求 

入札参加資格を確認した結果、入札参加資格が無いと認められた者は、本市に対しその理

由について説明を求めることができる。 

（１） 要求方法  

要求期限までに文書により説明を要求すること。また、当該文書は持参、郵送等（一般

書留郵便、簡易書留郵便又は書留郵便と同等の信書便に限る。）、ＦＡＸ又は電子メールで

提出すること。 

（２） 要求期限 

令和７年５月９日（金）午後５時１５分まで（提出先に必着） 

（持参の場合は、１２項に記載する開庁時間内に持参すること。） 

（３） 提出先 

浜松市上下水道部 上下水道総務課 

（４） 様式 

     任意の様式を用いること。 

（５） 要求への回答 

    理由説明要求に対する本市の回答は、説明を求められた日から２日以内に文書で行う。 

 

４ 仕様書等の閲覧及び提供 

（１）本市ホームページに掲載 

（２） 提供期間 

令和７年４月１１日（金）から令和７年５月１３日（火）まで 

５ 仕様書等に対する質問 

（１） 質問方法 

質疑応答書を持参、郵送等（一般書留郵便、簡易書留郵便又は書留郵便と同等の信書便

に限る。）、ＦＡＸ又は電子メールで提出すること。 

（２） 質問期限 

令和７年４月２３日（水）午後５時１５分まで（提出先に必着） 

（持参の場合は、１２項に記載する開庁時間内に持参すること。） 

（３） 提出先 

浜松市上下水道部 上下水道総務課 

（４） 様式 

    本市が指定する様式を用いること。 

（５） 質問に対する回答 

   質問に対する回答は、令和７年５月７日（水）から上下水道総務課において閲覧に供すると

ともに入札参加者全員に質問に対する回答書を提供する。 

 

６ 入札執行日時等 

（１）日 時   令和７年５月１４日（水）午前１０時２０分 

（２）場 所   浜松市上下水道部 住吉庁舎 第３会議室 



７ 入札書の提出方法 

（１） 提出方法 

次のいずれかの方法により提出すること。 

ア 入札執行日時に入札場所へ持参 

イ 受領期間内に上下水道総務課へ持参（以下「事前提出」という。） 

ウ 受領期限までに上下水道総務課へ郵送等（一般書留郵便、簡易書留郵便又は書留郵便

と同等の信書便に限る。） 

（２） 事前提出の場合の受領期間及び提出先等 

   ア 受領期間 令和７年５月７日（水）から令和７年５月１３日（火）まで 

      （１２項に記載する開庁時間内に限る。） 

イ 提出先  浜松市上下水道部 上下水道総務課 

ウ その他  別紙「入札（見積合せ）の注意事項（物品購入用）」に従い、提出すること。 

（３） 郵送等による入札書の受領期限及び送付先等 

ア 受領期限 令和７年５月１３日（火）午後５時１５分まで（送付先に必着） 

いかなる理由であっても受領期限に遅れたときは、当該入札書は無効とす

る。 

イ 送付先  浜松市上下水道部 上下水道総務課（２項に記載のとおり。） 

   ウ その他  別紙「入札（見積合せ）の注意事項（物品購入用）」に従い、提出すること。 

（４） 提出方法の予定の変更及び提出の取りやめ 

入札参加資格確認申請書に記載した入札書の提出方法の予定を変更する場合又は入札書

の提出を取りやめる場合は、上下水道総務課へ連絡すること。 

 



 

 

全有機炭素計購入仕様書 

１ 物品名 

全有機炭素計 

 

２ 納入期限 

令和７年１２月２６日 

 

３ 納入場所 

浜松市中央区大原町５０番地 大原浄水場 農薬分析室 

 

４ 品名規格 

株式会社島津製作所 ＴＯＣ－Ｌ ＣＰＨ、ＴＮＭ－Ｌ 及び ＡＳＩ－Ｌ  ※同等品不可 

 

５ 条件及び注意事項 

（１） 装置の構成 

全有機炭素（ＴＯＣ）及び全窒素（ＴＮ）の分析が可能であること。ＴＯＣの分析方法

は、水質基準に関する省令の規定に基づき厚生労働大臣が定める方法（平成１５年厚生労

働省告示第２６１号）別表第３０に準拠するものであること。なお、装置のキャリアーガ

スはコンプレッサーエアーとすること。 

  

（２） 付属品 

ア 据付に伴う配管、配線等に必要な部品 1 式 

イ 装置の運転を制御及び測定データを演算処理するための情報処理端末 1式 

ウ 表計算ソフトウェア（情報処理端末にインストールすること） 1 式 

エ 日常のメンテナンス等に必要な工具類 1 式 

オ 装置本体及び付属品を据え付ける実験台 １式 

（横幅×奥行×高さ＝１８００×７５０×８００／ｍｍ） 

  

（３） 据付及び調整 

ア 装置の搬入、据付、調整及び製造業者が規定する動作確認を行うこと。また、その

内容を文書に記録すること。 

イ 据付、調整後、職員に対して操作・保守等に関するトレーニングを実施すること。

また必要な資料を５部用意すること。 

ウ ＴＯＣについて、発注者の作成する試料を使用して測定を行い、水道水質検査方法

の妥当性評価ガイドライン（平成２４年９月６日付け健水発０９０６第１号別添）



 

 

に基づく次の（ア）、（イ）及び（ウ）の基準を満たすこと。また、妥当性評価ガイ

ドラインに基づくものではないが、測定の安定性を評価する目的で定める（エ）の

基準を満たすこと。なお、検量線の作成については標準試料を別表に示す濃度に設

定し、直線回帰モデルを用いること。 

 検量線の評価 

低濃度から高濃度の順に標準試料を繰返し３回測定し、各濃度点の平均値が

調整濃度の８０％から１２０％であり、かつ直線回帰による相関係数が０．９

９以上であること。また、最高濃度試料の測定後、都度ブランク試料を測定し、

検量線の濃度範囲の下限値を下回ること。なお、原則として各濃度点の重み付

けは行わないこと。 

  添加試料の評価（精製水） 

精製水に標準試料を添加した５個の添加試料を測定し、得られた測定結果の

真度が７０％から１３０％、併行精度が２０％以内であること。ただし添加試

料の作成は、発注者が精製水に検量線の最低濃度に相当する量の標準試料を

添加することにより行う。 

 添加試料の評価（水道水） 

水道水に標準物質を添加した５個の添加試料、及びその添加前の水道水であ

る１個の試料を測定し、添加前後での測定結果の差分が、添加濃度の７０％か

ら１３０％、併行精度が２０％以内であること。ただし添加試料の作成は、発

注者が水道水に検量線の最低濃度に相当する量の標準試料を添加することに

より行う。受注者は、添加前の水道水におけるＴＯＣの測定値が０．４ｍｇ／

Ｌ前後であることに留意すること。 

 安定性の評価 

（ア）、（イ）及び（ウ）の測定を行った後、標準試料２について再度測定を行

い、最初の検量線に対して得られた測定結果の真度が９０％から１１０％で

あること。 

エ ＴＮについて、発注者の作成する試料を使用して測定を行い、次の（ア）及び（イ）

の基準を満たすこと。また、妥当性評価ガイドラインに基づくものではないが、測

定の安定性を評価する目的で定める（ウ）の基準を満たすこと。なお、検量線の作

成については、標準試料を別表に示す濃度に設定し、直線回帰モデルを用いて、低

濃度用と高濃度用の２種類の検量線を作成すること。またそれぞれの検量線におい

て上記の基準を満たすこと。 

 検量線の評価 

低濃度から高濃度の順に標準試料を繰返し３回測定し、各濃度点の平均値が

調整濃度の８０％から１２０％であり、かつ直線回帰による相関係数が０．９

９以上であること。また、最高濃度試料の測定後、都度ブランク試料を測定し、



 

 

検量線の濃度範囲の下限値を下回ること。なお、原則として各濃度点の重み付

けは行わないこと。 

 添加試料の評価（精製水） 

精製水に標準試料を添加した５個の添加試料を測定し、得られた測定結果の

真度が７０％から１３０％、併行精度が２０％以内であること。ただし添加試

料の作成は、発注者が精製水に検量線の最低濃度に相当する量の標準試料を

添加することにより行う。 

 安定性の評価 

（ア）及び（イ）の測定を行った後、標準試料２について再度測定を行い、最

初の検量線に対し、得られた測定結果の真度が９０％から１１０％であるこ

と。 

オ 職員に対して操作及び保守に関する説明とトレーニングを実施すること。トレーニ

ングに必要な資料は５部用意すること。 

カ 梱包材等のごみ類は全て持ち帰ること。 

キ 装置の適正な動作に必要な電気工事を行うこと。 

ク 装置の搬入等に際して、施設の設備等に損害を与えた場合は、受注者の責任におい

て現状に復すること。 

ケ 装置及び装置の据付調整に必要な部品等は全て新品であること。 

コ 重大な装置の欠陥等による故障が生じた場合、新品と交換すること。 

  

（４） その他 

この仕様書に定めのない事項で疑義が生じた場合は、その都度浄水課を協議し、その指

示に従うこと。 

  



 

 

別表 検量線の作成における標準試料の設定濃度（単位：ｍｇ／Ｌ） 

 

測定項目 標準試料１ 標準試料２ 標準試料３ 標準試料４ 

ＴＯＣ ０．３ ０．６ １．５ ３．０ 

ＴＮ（低濃度用） ０．１ ０．２ ０．５ １．０ 

ＴＮ（高濃度用） １．０ ２．０ ５．０ １０．０ 

 


